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技術変化は、経済・社会活動や環境問題に複合的な影響を及ぼすと考えられる。すなわ

ち、技術変化は環境問題の原因にもなるし、経済と環境との間にある既存のトレードオフ

を克服する手段にもなりえる。したがって、持続可能な社会を築いていくためには、技術

変化が引き起こす経済・社会への正負双方の効果を考慮し、環境保全へのインセンティブ

作りを目指していくことが肝要であろう。しかしながら、技術変化と経済、環境の相互作

用に関する理解は不十分であるといわざるを得ない。これは、従来の環境対策の影響評価

モデルにおいて技術変化は外生的に、いわゆる「オキ」として仮定される場合が多いこと

に象徴される。これらの関係の理解をするためには、技術変化に関して定性的かつ定量的

な議論を行なう必要がある。こうした背景から、本稿は経済学的な方法論に基づき技術変

化の影響評価を行なった。 

本稿は、6 章からなる。1 章の序論では、技術変化と経済、環境との複雑な相互関係の存

在といった本稿の研究背景について言及し、これらの関係を探求することの重要性を指摘

した。 

2 章は、技術変化と経済、環境問題との相互関係を議論した先行研究や技術変化の分析手

法を整理し、本稿の位置付けを明らかにした。はじめに、環境クズネッツ曲線仮説、誘発



技術革新仮説などの諸仮説をまとめた。これらの仮説の可否はきわめて実証的な問題であ

り、その検証の際には技術変化が主要な分析対象となる。そこで、次に経済成長論や気候

変動対策の影響評価モデルを例とした技術変化のモデル化の歴史、産業連関モデルやその

関連領域における技術変化の計測方法について概説した。既存の技術変化の分析手法には、

産出の成長を要素投入と技術変化に分解する成長会計などの計量経済学的な推計方法、あ

るいは産業連関モデルでの構造分解分析(Structural Decomposition Analysis: SDA)などが提案

されている。だがこれらの計測手法は、価格効果などそれ以上の要因に分解することが難

しい、ミクロ経済理論的な基礎付けが不足している、推計式がアドホック(ad hoc)で一意に

定まらない、などの難点が指摘されている。 

以上の問題を克服しながら技術変化の影響評価を行なうことが、本稿の主要な目的であ

る。本稿の分析は、以下の 2 部構成となっている。第 I 部(3 章)は技術の波及効果、第 II 部

(4、5 章)は技術の構造変化の分析を行なった。 

第 I 部の 3 章は、気候変動問題における対応策の影響評価として技術変化の潜在的な波及

効果を計測した。技術開発と環境対策とは総合的な影響を勘案して調整を図らなければな

らない。例えば、CO2排出量削減のための国際的な技術協力が行なわれる際には、ある部門

における技術革新が他部門にも拡散(スピルオーバー)し、さらなる効率改善が刺激されるこ

とが予想される。それゆえ技術革新や技術移転の影響評価には、要素技術のエネルギー効

率や限界削減費用の差といった直接的な費用効果分析だけでなく、産業間の相互依存関係

などに注目した間接的な影響も考慮することが要求される。つまり、技術革新が起きたと

きに産業部門構造にどのような影響があるのか、あるいは技術革新が環境の持続可能性に

いかに貢献するか、といったことをより定量的に探る必要がある。そこで、3 章は産業連関

モデルを応用した技術革新の誘発効果の推計手法を CO2 排出削減対策の影響評価に適用し

た。当手法は、構造分解分析では定量化の困難な技術変化の潜在的な波及効果を試算する

ものである。このとき、プロセス革新とプロダクト革新の 2 つの技術革新に区別した分析

を行なうことができる。そして、日本と中国を対象事例として各技術革新が起きた場合の

スピルオーバー効果を測定し、技術変化による CO2 排出削減の有効性を検証した。その結

果、プロセス革新のスピルオーバー効果はプロダクト革新よりも大きいこと、産業部門に

よって技術革新の多様な影響が存在すること、中国は日本に比べてスピルオーバー効果の

程度が大きいことなどが確認された。中国での CO2 削減に向けた技術革新や技術移転は、

先行研究で指摘されているような限界削減費用の安さだけでなく、潜在的な波及効果の観

点からも有効であることが示唆される。 

第 I 部の 3 章は、ある 1 時点の産業構造を前提とした場合の波及効果、技術構造を捉えて



いた。一方、第 II 部の 4 章や 5 章は複数時点にわたるデータから、経済活動や物質フロー、

あるいは第 I 部で所与とした技術構造の時系列変化とその構成要因を探求することを目指

した。これらの帰属要因を探ることは、過去に起きた変化を理解するという文字通りの意

味だけでなく、将来への対応を検討する際にも有意義である。まず、4 章は日本を対象とし

て生産量変化、CO2排出量の変化に関する構造分解分析を実施した。構造分解分析は、経済

活動や物質フローの時系列変化について間接効果を含んだ各要因を区別できる比較的簡便

な方法として知られている。分析の結果、CO2排出量増加には最終需要効果が増加要因とな

っているのに対して、レオンチェフ逆行列効果が減少要因として寄与していることなどが

明らかとなった。したがって、技術変化と経済や環境との関係を議論する際には、レオン

チェフ逆行列効果に反映される投入技術構造を評価することが求められる。そこで、次に

投入係数行列の変化に関する分解分析を行なった。こうした構造分解分析を日本の事例に

適用したことは、実証的な観点から本稿の貢献に位置付けることができる。 

4 章には、もう一つの主題があった。それは、これらの分解分析の可能性だけでなく、こ

れまで暗黙に仮定された前提条件やその分析限界を浮き彫りにすることである。分解分析

の理論的整理や前述の分析を通じて、経済理論的な脆弱性が存在する、解釈の妥当性の担

保が難しい、価格代替効果を明示的に扱えない、といった問題が構造分解分析において存

在することが明らかとなった。以上のように理論的分析と実証的分析の双方から、4 章は技

術変化に関する新たな分析方法の必要性、そして 5 章の研究動機を確認することにも役立

ったといえよう。 

4 章の構造分解分析をはじめとする既存の技術変化の分析事例からの問題提起を受けて、

5 章はダブル・カリブレーション法による技術変化の計測手法を提案し、それを適用した分

析を行なった。当手法は、応用一般均衡モデルによるシナリオ分析においてしばしば用い

られるカリブレーション法を応用して、多時点間の技術変化に関するパラメータを決定論

的に推計するものである。当手法において、2 時点間の単位要素投入の変化で表される全技

術変化(total technological change: TTC)は、価格誘発技術変化(price-induced technological 

change: PITC)と要素偏向型技術変化(factor-biased technological change: FBTC)に分けられる。

PITC は代替弾力性と相対価格の変化を反映し、価格代替効果を表現している。一方、FBTC

は価格代替効果で説明されない要素投入の変化を捉えている。こうして、現実の時系列デ

ータに観察される一連の変化を一般均衡理論に基づき個々の要因に分けられることが当手

法の第一の強みである。これは、従来の技術変化の計測方法、特に構造分解分析にミクロ

経済理論的な基礎を付与するとともに、価格代替効果を明示的に扱った分析手法と解釈さ

れる。当手法のもう一つの実用的な利点は、データの利用可能性や効率性である。計量経



済学的手法においては長期時系列データが必要となるが、当手法は最低 2 時点の比較的詳

細なデータセットが揃えばパラメータを特定できる。これらの特徴によって、当手法は理

論的基礎の脆弱性やデータ制約といった構造分解分析や計量経済学的手法が持つ難点を補

うことができる。 

ここでは、当手法の分析事例として日本の石油危機期の技術変化を扱った。当時は、エ

ネルギー価格の変化に伴う技術変化を検討するための典型例であるだけでなく、炭素税を

はじめとする現在の環境政策の経済的手段に関する議論へも示唆を与えることが見込まれ

る。価格変化が技術変化に影響を及ぼすことは当時を分析対象とした計量経済学的推計で

も確認されており、価格代替効果による技術変化を分離する当手法の有用性が裏付けられ

ている。その結果、一定の代替可能性を想定した場合には 1970 年代のエネルギー部門での

単位要素投入の減少は価格誘発技術変化で概ね説明されることが示された。5 章はダブル・

カリブレーション法を技術変化の計測に適用したわけだが、当手法自体はさらにパラメー

タの推計全般の地平を切り拓くものとみなすことができる。ここでは、当手法の制約条件

を変更することで一般均衡条件に合致した形式で代替弾力性などその他のパラメータを求

める、といった発展的な応用方法を提示した。当手法を既存の分析手法と補完することで、

より広範な分野へ応用可能であることが期待される。 

6 章は、結語として本稿全体を振り返った。本稿は、技術変化の影響評価として技術の波

及効果と構造変化に注目した分析を実施してきた。これらの分析枠組を既存の分析枠組と

相補的に用いることによって、技術変化が経済、環境問題に与える相互の複合的な影響に

対する理解を深めることに大きく貢献できるであろう。 


